JBBFが公認するサプリメント企業と今後の対応について
平成27年の競技会ドーピング検査によりサプリメントに混入されているとする禁止物質が報告された、これはS6.興奮剤にあたり禁止表の特定物質です。
このサプリメントを海外事業者の通信販売ウェブサイトを通じて入手し使用した結果ドーピング違反となった事件です。
JBBFがこのメーカーをオフィシャルスポンサーとして協力を得るようになったのは平成26年7月からで、扱っている商品の中から一つの商品を公認品として認めた次第です。
JBBFとしては指導者講習会やアンチドーピング講習会においてサプリメントを使う際の危険性や海外サプリメントの安全性などを訴え、使用する場合は個人の責任になることを説明してきた。平成27年度のアンチドーピング講習会での個人責任の内容は、例えば国内の薬局において一般に購入できる医薬品の仲にも禁止物質が入っていることや、ボディビル専門誌などに見られる怪しげな広告など、見分ける力は選手個人が追わなければならない等、そして毎年のドーピング検査の回数と違反者が出た場合の内容成分など数年間続けて発表してきた。
平成27年度のドーピング違反2件について同じ禁止物質ということで処分を審査する聴聞会での両選手の意見は、疲労回復やパンプアップ効果の獲得を目的として、海外事業者のウェブサイトにて購入・輸入したものと述べ、購入に当たってはインターネット上で調査を行ったが、禁止物質の存在は確認できなかった、また競技者が当該サプリメントを購入したウェブサイトがJBBF公認メーカーと認識し信頼できると判断した。
ドーピング違反を審査する聴聞会の決定通知には、使用しているサプリメントの成分表には禁止物質の名前は認められないが、注意書きに特定の団体によっては禁止される物質を含む可能性があり、そのことによる責任や結果については自己責任に於いて摂取すべき旨の警告文が大文字にて明記されていた。ウェブサイトの運営会社が競技団体から何らかの公認を受けていたとしても、当該公認は、ウェブサイトにおいて販売される個々の商品・製品につき禁止物質が含まれないことまでを当然に保証するものでないこと等の事情に照らせば、本件において競技者には重大な過誤又は過失がなかったとは到底言えない。ウェブサイトの運営会社がJBBFより何らかの公認を受けていたとしても、販売される個々の商品・製品につき禁止物質を含まれないことを補償するものではない。
以上の事によりアンチドーピング違反が確定となった。しかしながらJBBFとしてはこのような事件が今後起きないように当該サプリメントメカーに対して、販売にあたっては購入者がドーピング検査を受ける可能性がある選手であるか確認をし、対象者であれば販売しない。相談を受け付ける窓口を設ける等、今後はより一層のアンチドーピング活動の協力を行うことなどを申し合わせた。
JBBFとしても従来の検査活動だけではなく、教育活動として平成28年度より年15回以上のアンチドーピング講習会を開き、すべての登録選手が情報を共有し、選手以外のサポートメンバーにも協力を促す。
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